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 応募様式は次の通りです。これらの他に添付書類が必要です。 

 

 

 

 

 

◆ 「富士市市民協働スタートアップ補助金交付申請書」（第１号様式）の書き方             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 富士市市民協働スタートアップ補助金交付申請書（第１号様式） 

２ 事業概要調書（第２号様式）  

３ 団体概要調書（第３号様式） 

「市民協働スタートアップ補助金応募申込書」の書き方 

 

事業の名称は、「事業概要調書」（第２

号様式）の「事業の名称」と同じ名称

にしてください。 

総額＝市補助金＋自己負担＋その

他となるようにご記入ください。 

署名または記名押印をしてくだ

さい。 

※任意団体は代表者印、法人は法

人印を押印してください。 

申請書類の提出日をご記入ください。 

団体設立から３年を超える場合、申請 

ができませんのでご注意ください。 

着手予定日は申請日以降に、完了予

定日は交付の年度内に設定してくだ

さい。なお、完了日の時点で設立か

ら３年が経過する場合は申請するこ

とができません。 

富士市内の事務所などの住所を記

載してください。また、電話番号は

ご担当者様などのものでも結構で

す。 

 

定款、規約、会則等の添付は必須です。その他添付

書類については、必要に応じて記載してください。 

例）会員名簿：様式内の名簿では足りない場合 

総会資料：団体収支の詳細を報告する場合 

など 

事業の概要は、「事業概要調書」（第

２号様式）の「事業の目的」及び

「事業の内容」にて詳細を説明し

てください。 
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◆ 「事業概要調書」（第２号様式）の書き方                           

  この「事業概要調書」は、補助金の申請事業について、市がその目的や事業内容、期待される成果、活動経

費、補助金要望額、そして補助終了後の展望などを総括的に知るために提出していただく書類です。補助金交

付対象事業選定の拠りどころとなる重要なものですので、しっかりと記入してください。 

 

 
 

 

 

 

事業の名称は、「交付申請書」（第

１号様式）と同じ名称にしてくだ

さい。 

事業の目的は、「何のための活動

か」が分かるように、「～すること

が目的である。」という表現で記入

してください。 

※団体の設立目的や、団体に資す

るための目的ではなく、補助金交

付の対象となる事業活動を行う目

的（公共的な目的）を記入してく

ださい。 

事業の内容は、「事業の目的」を達

成するために行う事業内容（事業

手段）を具体的に記入してくださ

い。 

事業の独自性、団体が行うことの

強みなど、アピールできるポイン

トも併せて記入してください。 

実施場所や実施時期、対象者等も

併せて具体的に記入してくださ

い。 

・この活動スケジュールは、「事業

の内容」を個々の活動レベルで明

確にしようとするものです。 

・年間を通じて行う事業の場合は、

個々の活動ごとに年月を入れて具

体的に記入してください。 

・この活動スケジュールは、団体

の年間計画ではなく、あくまでも

補助金交付の対象となる事業活動

について記入するものです。団体

全体のスケジュールを記入する必

要はありません。  

申請の理由は、補助金を申請する

に至った背景や使用目的（何のた

めに補助金を使用するのか）を記

入してください。 
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事業により期待される成果は、公

共性や公益性など、補助の対象と

して不可欠な要素を判断するため

に重要となるものですので、具体

的に記入してください。 

補助対象期間の終了後、事業をど

のように進めていくかの計画をご

記入ください。また、どのように

して事業拡大や継続のための事業

費を獲得するかについても記入し

てください。 

収入は、事業参加料、協賛金、寄

附金、市の補助金（本補助金）な

どを記入してください。金額の算

出根拠についても、その明細を記

入するようにしてください。 

収入の部の合計と、支出の部の事

業費計は一致するようにしてくだ

さい。 

※本補助金以外に、他の補助制度

により国または他の地方公共的団

体、民間団体から補助金を受ける

場合は、他の公的補助金等を除い

た経費合計額が補助対象経費とな

ります。 

事業の実施や準備にあたり、協力

を得る団体をご記入ください。法

人格の有無や、営利／非営利など

に関係はありません。また、「会場

提供」など、協力の内容も可能な

範囲で記入してください。 

欄が足りない場合は、欄の追加ま

たは別紙への記載をお願いしま

す。 

市補助金欄の金額は、第１号様式の「交付申請額」及び「事

業経費」の市補助金と一致するようにしてください。 

事業費が２０万円を超える場合でも、補助金額は１０万円が

上限になりますので、ご注意ください。 
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事業経費は、補助金交付の対

象となるものについて記入

してください。（団体の全体

運営費等の対象外経費を含

まないようにご注意下さ

い。） 

※団体の全体運営費は、「団

体概要調書（第３号様式）」

の「団体の収支明細」欄に記

入してください。 

支出は、事業に直接必要な経費を

計上してください。 

事業に直接必要な経費とは、講師

等謝金、交通費、原材料費、印刷

製本費、イベント会場使用料など

が含まれます。詳しくは、募集要

領の３ページ、〔補助対象経費〕を

参照してください。 

懇親会のための飲食代や、補助金

交付決定日以前の経費、按分の出

来ない経費は対象外ですので、ご

注意ください。 

 

収入の部・支出の部ともに算出根拠等

を具体的に記入してください。 

備品購入費を計上する場合は、

見積書を添えて「備品購入理由

書」（様式自由）の提出が必要と

なります。 

「合計」は、収入の部の合計額と同一の金額を

記入してください。 
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◆ 「団体概要調書」（第３号様式）の書き方                          

  この「団体概要調書」は、補助金の申請団体の概要や、設立の目的、主な活動内容、収支予算（決算）、今後

の展望などを知るために提出していただく書類です。補助金交付対象事業選定の参考となる調書ですので、「事

業概要調書」とあわせてしっかりと記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体の正式名称を記入してくださ

い。法人の場合は、ＮＰＯ法人、

財団法人、社団法人、社会福祉法

人、株式会社などの区別をつけて

ください。 

団体の所在地、代表者の氏名のほ

か、団体の連絡先の電話番号を記

入してください。 

ウェブサイトのアドレスは、ホー

ムページやブログなどを備えてい

る場合にご記入ください。 

また、団体の設立年月日と申請書

類提出日現在の会員数もあわせて

記入してください。 

設立の目的は、団体の定款や会則

などに記されている「設立目的」

を記入してください。 

主な活動内容は、団体の事業計画

書などに記されている活動内容を

簡潔に記入してください。 

代表者や会計など、役職を明記し

てください。 

また、富士市に在住・在勤・在学

する方が５名以上所属する必要が

ありますのでご注意ください。こ

ちらの欄が足りない場合は、別途

会員名簿を添付してください。 
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これまでの活動実績を詳しく記入

してください。設立から間もなく、

活動の実績がない場合は、その旨

を記入してください。また、前身

団体などとしての活動実績がある

場合は、その内容を記入してくだ

さい。 

これまでの活動を通じて直面して

いる、団体としての課題をご記入

ください。申請する事業以外につ

いての課題も記入してください。 

団体全体としての、今後の活動の

方針や計画を記入してください。 

補助金交付申請事業以外の事業も

含み、団体としての活動全体の計

画を詳しく記入してください。 
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※書き方にご不明な点がある場合は、市民活躍・男女共同参画課にてアドバイスを行いますので、お気兼ねなくお問い

合わせください。 

 

 

 

 

 

 

この収支明細は、団体の年間運営

費（収入・支出の合計は一致）を

記入してください。補助金交付対

象の事業経費については、「事業概

要調書」（第２号様式）に記入しま

すのでご注意ください。 

※前年度決算がある場合は、そち

らを優先して記入してください。 

※総会資料などにより詳細な収支

予算書(決算書)があれば、添付資

料として提出してください。 

収支明細書が、何年度の予算または

決算であるかがわかるように記入し

てください。 
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◆ 「備品購入理由書」（第２号様式の２）の書き方                         

  備品（※）を購入する場合は、見積書を添付の上こちらの様式を提出してください。なお、補助の対象とな

る備品購入額は、対象経費の３割（補助対象経費10万円の場合、上限３万円）となりますのでご注意く

ださい。 

（※備品とは、概ね１年以上使用又は保全し、取得価格が１万円を超える物品のことを指します） 

 

 

 

 

団体名及び事業名は、交付申請書

や事業概要調書、団体概要調書に

記入したものと同じものをご記入

ください。 

見積金額は、見積書に記載された

ものを記入してください。 

使用目的、使用頻度、必要な理由、

事業後の取扱は、備品の購入が補

助の対象にふさわしいかを判断す

るための重要な要素となりますの

で、しっかりとご記入ください。 


